
] 金融商品の時価等
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 469¶685 469¶685 `

] 未払金 141¶600 141¶600 （`）

~ 負債で計上されているものは、（ ）で示しております。
附属明細書

固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む）及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 2¶105¶119 1¶204¶100 0 3¶309¶219 601¶506 132¶266 0 2¶707¶713

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

構 築 物 1¶973¶790 2¶625¶000 0 4¶598¶790 337¶850 165¶466 0 4¶260¶940

工 具 器 具 備 品 328¶936¶294 27¶143¶416 1¶673¶100 354¶406¶610 237¶889¶013 56¶314¶445 0 116¶517¶597

計 333¶015¶203 30¶972¶516 1¶673¶100 362¶314¶619 238¶828¶369 56¶612¶177 0 123¶486¶250

建 物 3¶470¶300¶997 24¶885¶000 5¶506¶057 3¶489¶679¶940 1¶183¶263¶374 140¶390¶949 0 2¶306¶416¶566

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 構 築 物 443¶028¶487 0 0 443¶028¶487 215¶937¶378 21¶899¶343 0 227¶091¶109

計 3¶913¶329¶484 24¶885¶000 5¶506¶057 3¶932¶708¶427 1¶399¶200¶752 162¶290¶292 0 2¶533¶507¶675

非 償 却 資 産
土 地 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

計 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

建 物 3¶472¶406¶116 26¶089¶100 5¶506¶057 3¶492¶989¶159 1¶183¶864¶880 140¶523¶215 0 2¶309¶124¶279

構 築 物 445¶002¶277 2¶625¶000 0 447¶627¶277 216¶275¶228 22¶064¶809 0 231¶352¶049

有形固定資産合計 工 具 器 具 備 品 328¶936¶294 27¶143¶416 1¶673¶100 354¶406¶610 237¶889¶013 56¶314¶445 0 116¶517¶597

土 地 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

計 8¶206¶344¶687 55¶857¶516 7¶179¶157 8¶255¶023¶046 1¶638¶029¶121 218¶902¶469 0 6¶616¶993¶925

ソ フ ト ウ エ ア 2¶816¶184 0 0 2¶816¶184 2¶495¶980 501¶811 0 320¶204

無 形 固 定 資 産 電 話 加 入 権 2¶118¶000 0 0 2¶118¶000 0 0 2¶060¶000 58¶000

計 4¶934¶184 0 0 4¶934¶184 2¶495¶980 501¶811 2¶060¶000 378¶204

投資その他の資産
長 期 前 払 費 用 1¶654¶703 0 1¶654¶703 0 0 0 0 0

計 1¶654¶703 0 1¶654¶703 0 0 0 0 0

（注記事項）
\ 建物・構築物（償却費損益外）当期増加額 25百万円の内容は、以下のとおりである。

研修棟空気調和設備等改修 25百万円
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

\ 現金及び預金、] 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）

を適用しております。
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